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研究成果の概要（和文）：美作市20～65歳以下13,220人を対象に、ひきこもり等困難者の発見を試みた。社会活
動や家族を除く他者との交流がない社会機能低下者は、人口の2.85％存在した。ひきこもり者は、人口の1.23％
存在した。ひきこもり者の半数は、社会的ひきこもりであり、女性が男性の1.3倍だった。精神疾患が原因のひ
きこもりは、うつ5人、精神病性障害3人、強迫症1人、知的障害2人であった。保健師の関わりは10％に過ぎなか
った。
本調査で、ひきこもり等困難者を発見し、その実情を明確にすることができた。地域精神保健を適切に実施する
ために、地域に潜在する問題を抱えている人への対応を、今後検討していく必要がある。

研究成果の概要（英文）：Attempts were made to identify persons with difficulties, such as 
hikikomori, among 13,220 persons between the ages of 20 to 65 in Mimasaka City, Japan. Persons with 
impaired social function and no social activities or interaction with others except their families 
comprised 2.85% of the population. Persons with hikikomori comprised 1.23% of the population. Half 
of these persons exhibited social withdrawal, and there were 1.3 times more women than men. 
Regarding persons with hikikomori due to mental illness, there were 5 with depression, 3 with 
psychotic disorders, 1 with obsessive-compulsive disorder, and 2 with intellectual disabilities. 
Public health nurses were involved in only 10% of the cases.
This study has made it possible to identify persons with difficulties, such as hikikomori, and 
clarify the actual situation. In order to provide appropriate community mental health services, it 
is necessary to consider how to deal with persons with difficulties in the future.

研究分野：社会福祉学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
一次調査の回収率が30％台であることや二次調査の不在や調査拒否が一定数存在することによる選択バイアスの
可能性があること、発達障害を評価できていないことなど調査の限界があげられるものの、地域住民の社会機能
（活動や交流）を調査することによって、地域に潜在するひきこもり等困難者の発見に至った。また、その実態
の背景（病気や障害等）を訪問調査により明確にしたことで、地域精神保健を適切に進めることが可能になり、
行政の保健師による相談や訪問支援が開始されるとともに、関係機関の体制整備につながった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

ひきこもりは「様々な要因の結果として社会参加を回避し，原則的には6 ヵ月以上にわたっ

て概ね家庭にとどまり続けている状態」(厚生労働省) とされ、調査時期に3年のずれがあるも

のの15～39 歳で54.1万人(内閣府調査2015) 、40～64 歳で61.3万人(内閣府調査2018) であ

り、現状として15～64歳までの年齢層にひきこもり人口が約115万人存在することになる。ひき

こもりは、うつ病や自殺に比肩する精神保健上の重大な問題としてだけでなく、その長期化か

ら社会機能低下を引き起こし、昨今では8050問題など生活困窮者として事例化し、その社会的

な損失は計り知れない。 

 ひきこもりは大きな社会問題として、厚生労働省による長期間の科研やガイドラインの策定

が行われ、全国各地自治体の都道府県単位で23件（49％）、市町村単位で105件（6％）（厚労省

調べ2019）においてもひきこもり状態にある方の実態等に係る調査が進められている。しかし

ながら、これまでの調査の多くは支援機関の利用者でない限り、ひきこもりの生物学的背景が

明確にならないだけでなく、その調査結果から具体的な個別支援にはつながらないという限界

があった。 

 現在までの研究における問題点は大きく２つある。その一つは、精神障害ごとにアプローチ

を変更する限界である。近藤ら（2007）は、精神保健福祉センターでのひきこもりの相談事例

を診断し、統合失調症、発達障害、うつ病、不安障害、パーソナリティ障害が大半であると報

告している。この報告からの論理的帰結の一つとして、ひきこもり事例を治療する臨床家はそ

れぞれの精神障害を正確に鑑別して、それぞれに対応した個別治療プロトコルを行うことが求

められる。しかし、それぞれの精神障害によって異なる個別治療プロトコルを一通り身につけ

て使いこなすまでには、膨大な訓練期間を要し、多くの臨床家にとって、実際には実現不可能

に近いと言わざるを得ない。もう一つは、ひきこもりを対象とした臨床評価尺度が存在しない

ことである。そのため介入研究をしても効果判定が困難であった。数多くのひきこもり研究が

あるにも関わらず、エビデンスが不足している理由でもある。 

本研究者らは、先の科研で、ひきこもりを精神症候(DSM-IV の I 軸・II 軸)ではなく、社会

的機能(V 軸)で評価することを考えた。計測に使用する指標は精神症状を加味しない社会的職

業的機能評定尺度 SOFAS（Social and Occupational Functioning Assessment Scale） を活用

することにした。SOFAS とは、DSM-IV に掲載された社会的機能を計測する指標であり、人間の

活動を 1～100 点で表している。通常、就労・就学している者は 80以上のスコア、アルバイト

やリワークといったフルタイムワークではない者は 70 以上のスコア、ひきこもりや不登校の状

態になると 50 以下のスコアとなる。本研究では、SOFAS を活用して、ひきこもりなど地域の中に

潜在する困難者発見を試みた。 

生活困窮者自立支援法（2013）の生活困窮者の定義規定において、本人が経済的に困窮に至る

背景として、「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性等により、現に経済的に困窮し、

最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者」として規定している。そして関

係者間で緊密に連携し、予防的観点から適切かつ効果的な支援の展開につなぎ、法施行当初から

自立支援制度（2015）により、包括的な相談実践を展開している。困窮者の定義における「地域

社会との関係性」は、地域社会からの孤立の視点を含め、関係性の希薄化を意味しており、その

状態の一つとしてひきこもり状態は含まれている。 

現在、生活困窮者への相談の多くは行政の福祉事務所が管轄しており、本研究の対象となった

美作市においても、困窮者相談の一つとしてひきこもり相談に対応してきたという実情がある。



また、美作市の民生委員が、他の県・市と同様に、ひきこもり等生活困窮者の実態把握を、地域

住民の社会福祉の増進を図るために、民生委員活動として取り組むという方針が前提にあった。

そのような経過の中、地域でひきこもり支援を実施している NPO 法人と本研究者とのつながり

から、我々研究者の方に調査についての意見聴取がなされ、研究者から調査方法の提案をし、最

終的に美作市の方針として本調査が取り組まれることになった。 
 

２．研究の目的 

 美作市では、大学研究機関と共同し、市の現状把握と今後の政策展開の基礎データとすること

を目的として「生活と健康に関する調査」を実施した。特に、ひきこもりなど地域の中に潜在す

る困難者を発見し、適切な支援につなぐための体制構築を目指しており、その基礎資料とする。 
 
３．研究の方法 

＜一次調査＞ 

対象者：2018 年 10 月 1日現在で、美作市に住民票を有する 20～65 歳以下 13,220 人 

調査時期：2018 年 11 月～2019 年 3月 

調査方法：調査票の郵送返送方式。データ入力は美作市が担当し、個人が特定されないように数

値化したデータを研究者が分析した。 

調査内容：スクリーニング調査といわれるもので、生活に困難をかかえる者の多くは、社会

的機能が低下しているのではないかという仮説を立て、調査項目に、仕事・家事・育児・介

護等の社会活動と、家族以外の他者との交流状況、PHQ-4（不安とうつの簡易スクリーニン

グ質問票）、アテネ不眠尺度（睡眠障害）、AUDIT-C（飲酒状況）、困りごとを組み込んだ。 

＜二次調査＞ 

対象者：一次調査回答者のうち、仕事・家事・育児・介護のいずれも「していない」と回答

の方（条件 1）または『仕事をしていない』と回答された方の内、『親しい人との会話がこ

の 4 週間にはなかった』、『親しくない人（親しい人以外の人）との会話がこの 4 週間には

なかった』、『（家族を除き）誰とも会話をしなかった』と回答の方（条件 2）に該当の者 

調査時期：2019 年 9月～2020 年 1月 

調査方法：訪問調査。岡山県国保連合会に事務局を置く在宅保健師の会に委託し（科研費を活用）、

会所属の退職保健師 8 名により実施した。市担当課が対象者に対して依頼文とともに調査票を送

付し、訪問時に同意が得られた方から同意書を得たうえで調査票の回収と聴取を行った。また、同意

をした後でも撤回が可能であることを説明した。調査実施に当たっては、研究者が独自に作成した

手順書に基づいて、在宅保健師及び市保健師を対象として構造化面接についての研修会を 2 回開

催した。調査票の管理は市担当課で行われる。IDと対象者を連結することができるのは、市担当

者のみで、研究者には個人を特定することはできない。同意撤回の場合には、管理されている ID

から削除され、匿名化されたデータを研究者が分析する。また、訪問調査後には、支援を要する対

象者についての情報交換会を、市保健師を交えて 2回開催した。  

調査内容：一次調査で困難をきたしている背景（原因）を探るため、身体疾患の調査や精神

障害の構造化面接を実施した。MINI スクリーン、MINI 精神疾患簡易構造化面接法、PHQ-15

（身体症状の評価）、LSAS（社交不安症状を評価）、SOFAS、困りごと等である。 

倫理的配慮：美作市の個人情報保護条例に基づき実施した。市の意向に従いながら、研究実

施機関の支援者が、最大限対象者への配慮を怠らないよう努めた。尚、本調査は、山陽学園

大学・山陽学園短期大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施した。本調査に関して利益相

反はない。 



 
４．研究の成果（美作市ホームページ参照） 

＜一次調査＞ 

 回答者は 4,271 人（32.3%）であった。性別では、男性 1,931 人（45.2%）、女性 2,340 人

（54.8%）であり、年代別分布は、60 歳代（60～65 歳）1183 人（27.7%）、50 歳代 1162 人

（27.2%）、40 歳代 871 人（20.4%）、30 歳代 576 人（13.5%）、20 歳代 479 人（11.2%）の順

であった。「仕事をしている」は 3,581 人（83.8%）、「仕事をしていない」は 581 人（13.6%）、

「家事をしている」は 3,223 人（75.5%）、「家事をしていない」は 907 人（21.2%）、「育児・

介護をしている」は 889 人（20.8%）、「育児・介護をしていない」は 3,042 人（71.2%）であ

った。仕事・家事・育児・介護のいずれも「していない」と回答したのは 108 人（2.5%）で

あり、二次調査の対象とした（条件１）。この 4週間で、「親しい人との対面の会話が全くな

い」のは 352 人（8.2%）、「親しくない人（親しい人以外の人）との会話がない」のは 581 人

（13.6%）、「（家族を除き）誰とも会話をしなかった」のは 62人（1.5％）であった。『仕事

をしていない』と回答された方の内、『親しい人との会話がこの 4週間にはなかった』、『親

しくない人（親しい人以外の人）との会話がこの 4週間にはなかった』、『（家族を除き）誰

とも会話をしなかった』と回答された方を対象として、二次調査の対象とした（条件 2）。 

＜二次調査＞ 

一次調査回答者から社会機能不明の 25 人を除く 4246 人の内、社会機能が低下している

可能性がある 240人（4246人中の 5.7％）を対象とした。対象者 240 人の内、訪問時同意が

得られたのは、128 人（回収率 54.5%）であった。二次調査に参加しなかった 112 人の内訳（％

は 240 人中）は、拒否 58人（24.2％）、入院・入所 10 人（4.2％）、転出 6人（2.5％）、明らか

に社会機能低下がないために除外 5人（2.1％）、死亡 2人（0.8％）であった。31 人（12.9％）

は 2回以上訪問したが、不在であった。128 人の社会機能を、SOFAS を用いて評価した。今回の

調査では、SOFASが 50以下は、67人/128人であった。美作市では、2.85％（95％信頼区

間：2.25～3.44％）存在し、美作市の人口 13,220人中では、376人（95％信頼区間：298～

455人）存在すると推定された。 

１）社会機能低下者の状態について 

SOFAS が 50 以下は、男性 38 人（56.7％）、女性 29人（43.3％）で、男性の方が社会機能低下

の傾向がみられた。また年齢においては、20 歳代 8人（11.9％）、30歳代 7人（10.5％）、40 歳

代 13 人（19.4％）、50 歳代 8人（11.9％）、60歳代 31人（46.3％）であり、60 歳代（60～65 歳）

が約半数を占めていた。社会機能低下の背景には、身体疾患が最も多く 21人（31.3％）、次に精

神疾患17人（25.4％）、身体疾患でも精神疾患でもないいわゆる社会的ひきこもりは14人（20.9％）

であった。保健師の関わりがあるのは10人/67人（14.9％）であり、身体疾患5人/21人（23.8％）、

精神疾患 3人/17 人（17.6％）であった。20歳代の若い方への関わりや社会的ひきこもりへの関

わりは皆無であった。医療機関に通院しているのは 39 人/67 人（58.2％）であり、身体疾患で

通院しているのは 18人/21 人（85.7％）、精神疾患で通院しているのは 13 人/17 人（76.5％）で

あった。社会的ひきこもりでの通院は、4人/14 人（28.6％）に過ぎなかった。 

2）社会機能低下とひきこもりについて 

社会機能低下者 67人ついて、研究者間（精神科医 2人と保健師 1人）で一例ずつケースカン

ファレンスを行い、全ての情報を勘案して、ひきこもり者に該当するか決定をした。今回の調査

では、29 人/67 人がひきこもり者に該当した。美作市では 1.23％（95％信頼区間：0.81～

1.66％）存在し、美作市の人口 13,220人中では、163人（95％信頼区間：107～219人）存



在すると推定された。 

29 人の内訳は、男性 15人（51.7％）、女性 14人（48.3％）で男女差はない。また年齢におい

ては、20歳代 3人（10.4％）、30 歳代 5人（17.2％）、40歳代 9人（31.0％）、50 歳代 4人（13.8％）、

60 歳代 8人（27.6％）であり、40歳代が約 3割を占めていた。   

社会的ひきこもりは、14 人/29 人（48.3％）であり、男性 6 人:女性 8 人＝3:4 で、美作市に

おいては、女性の方が多かった。ひきこもり状態にある社会機能低下者の半数は、身体疾患や精

神疾患を抱えていた。身体疾患では 3人/21 人（14.3％）、精神疾患では 11人/17 人（64.7％）

がひきこもりの状態にあった。ひきこもりによる社会機能低下者 29 人のうち、保健師の関わり

は 3/29 人（10.3％）であり、いずれも精神疾患を有する人への関わりであった。医療機関への

通院は 15人/29 人（51.7％）であり、身体疾患で通院しているのは 2人/3人（66.7％）、精神疾

患で通院しているのは 9人/11 人（81.8％）であった。MINI 精神疾患簡易構造化面接法（気分変

調症、自殺の危険、薬物依存・乱用を除く）では、10名（34.5％）は何らかの精神疾患を有して

いた。精神疾患が原因のひきこもりの主な病名は、うつ病 5人、精神病性障害 3人、強迫症 1人、

知的障害 2人であった。 

＜美作市での調査結果報告会の開催＞ 

 新型コロナ感染症の影響を受けて、市関係機関・関係者への報告会は、2020年 3月から 9月

に延期となった。報告会を経て、ひきこもりによる社会機能低下者 29名へのフォローが、市保

健師により開始された。また、2020年 12月議会での議員質問を受け、市は 2021年 4月からひ

きこもり相談窓口を地域包括支援センター（同年、社会福祉協議会に委託）内に設け、市保健師

と十分に連携して対応を進める方針を示した。 

 本調査では、一次調査の回収率が 30％台であったことと、二次調査では不在者や調査拒否が

一定数存在したことにより、選択バイアスがかかっている可能性がある。また、精神疾患に発達

障害が含まれておらず、それらの影響を評価できていないことがあげられる。 

これらの限界はあるが、当初の目的である「地域精神保健を適切に実施するためには、まず問

題を抱えている人の実態を明らかにすること」が、社会機能低下者を発見し、その実情を明確に

することで可能になったと考えられ、この結果をもとに、今後の対応を検討していく必要があ

る。 
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